
令和４年度 白鷹町事業継続雇用維持給付金 Ｑ＆Ａ 

 

令和４年１２月１５日現在 

 

問１ 雇用調整助成金や緊急雇用安定助成金の支給決定を受けていません（申請中、申請予

定なし）が、本給付金を申請することはできますか。 

 

 雇用調整助成金又は緊急雇用安定助成金の支給決定の有無、申請は条件としておりませ

ん（例えば、雇用調整助成金では、生産指標要件（売上等が５％以上低下）がありますが

本給付金では要件としていません）。 

ただし、雇用調整助成金等の支給決定を受けている場合には、基本的に当該申請書類等

の写しをもって、休業延べ日数などの確認資料とするため、提出資料の作成・準備の手間

が少なくなります。 

 

 

問２ 本社は町外にありますが、工場や店舗等が町内にある場合給付金の対象となりますか。 

 

 対象となります。ただし、給付金の算定対象となる労働者は、主として白鷹町内の事業

所で勤務している方に限ります。 

 

 

問３ 医療法人や社会福祉法人は対象となりますか。 

 

  対象としません。 

 

 

問４ 雇用調整助成金等を町外にある本社がまとめて申請しているため、雇用調整助成金等 

の申請にあたり提出した休業実績一覧表の写しには町外の事業所で勤務する者が含まれて 

いる場合、どうすればいいですか。 

 

 休業実績一覧表の写しについて、町外の事業所で勤務する労働者の欄を朱書きで二重線

を引くなど、対象外となる労働者がわかるようにして提出してください。 

 

 

問５ 社長や役員、自営業の家族従業員は対象となりますか。 

   

社長や役員、自営業の家族従事者など雇用者でない者は助成の対象となりません。 

個人事業主と同居している親族は、原則支給対象となりませんが、就業実態が、雇入時に

労働条件を明示した書面、出勤簿、給与簿、給与の支払い実態などによって他の労働者と同

様に管理され、事業主と利益を一にした地位にないと確認されれば、対象となり得ます。 

 

 

 

 



問６ 「休業」はどういった状態を指しますか。 

 

  「休業」とは、所定労働日に従業員である労働者を休ませるものをいいます。単に事業

所が営業を休むことをいうのではありません。 

  このため、従業員を出勤させ、内部の事務処理等の業務をさせている場合は、「休業」に

該当せず、本給付金の対象とはなりません。 

  また、疾病その他の理由により労働の能力を有しない場合、休職中、同盟罷業（ストラ

イキ）中または有給休暇中等の場合は、休業に該当しません。 

 

 

問７ 判定基礎期間とは何ですか。 

 

 「判定基礎期間」は原則として、毎月の賃金の締め切り日の翌日から、その次の締め切り

日までの期間です。毎月の賃金の締め切り日が特定されない場合などは暦月とします。 

  ただし、初めて休業を行ったときは、当該休業初日が、判定基礎期間の初日となります。 

 

（例）賃金締め切り日：毎月末日  、 １月１０日に最初の休業を実施 

  → 判定基礎期間：１月１０日～１月３１日 

           ２月 １日～２月２８日 

           ３月 １日～３月３１日 

  

   賃金締め切り日：毎月２０日 、 １２月２５日に最初の休業を実施 

  → 判定基礎期間：１２月２５日～１月２０日 

            １月２１日～２月２０日 

            ２月２１日～３月２０日 

            ３月２１日～４月２０日 

    ※この場合、１２月２５日～１２月３１日、４月１日～４月２０日の間に実

施した休業は町給付金の算定対象外（４月１日～４月２０日の間に実施し

た休業は、４月～６月の間に行われた休業にかかる分としては申請可）に

なります。 

 

 

問８ 雇用調整助成金において、「教育訓練」について助成金の支給を受けています 

が、教育訓練を実施した日数は対象となりますか。 

 

  対象となりません。 

 

 

問９ 「解雇等」の中には、派遣労働者を解雇した場合も含まれますか。 

 

  派遣労働者を契約期間満了前に事業主都合により契約解除等した場合は、解雇等に該当

します。 

 

 

 



 

問１０ 「賃金台帳」がありませんが、どうしたらいいですか。 

 

  労働基準法第１０８条により、使用者は、事業場ごとに賃金台帳を作成しなければなら

ないこととされていますので、作成のうえ提出ください。 

  なお、違反した場合の罰則も設けられています。 

 

 

問１１ 支給上限額（２００万円）の考え方はどうなっていますか。 

 

  支給上限額は、１事業者あたり２００万円です。 

  １月１日から３月３１日の間に行われた休業にかかる分で、２００万円の本給付金の支 

給を受ける事業者は、４月１日から６月３０日の間に行われた休業にかかる分について申 

請することはできません。 

  また、例えば、１月１日から３月３１日の間に行われた休業にかかる分で、１２０万円 

の支給を受ける事業者については、４月１日から６月３０日の間に行われた休業にかかる 

分の申請上限額は８０万円となります。 

 


